
 

新築住宅の省エネルギー化推進事業に係る業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名称 

  新築住宅の省エネルギー化推進事業に係る業務委託 

 

２ 委託業務の概要 

新築住宅の省エネルギー化は喫緊の課題であり，国からは平成３２年までに新築住宅・建築

物について，段階的に省エネルギー基準への適合を義務化する方針が示されている。 

本市においても，京都市地球温暖化対策計画において，環境に配慮した住宅の普及促進の具

体的な取組として，「新築住宅の省エネルギー化に向けた規制・誘導策の検討」を掲げている。 

こうした状況を踏まえ，本市では，平成２６年度に本市における省エネ住宅の供給状況等の

基礎的な資料収集等を行うとともに，有識者等を交えた検討会議の設立に向けた準備会の開催

を行っている。平成２７年度からは，有識者や実務者を交えた検討会議を設立し，住宅の省エ

ネルギー化に向けた具体的な取組について検討を行うなかで，本市として，事業者の設計・施

工技術に関する課題を認識している。 

平成２８年度は，平成３２年までに国が行う予定の住宅の省エネ基準適合義務化を見据え，

努力義務の段階から，中小事業者の省エネに対する意識を高め，技術力を向上させる実効性の

ある仕組みの構築に向けた検討を行う。 

本業務は，①京都市内で住宅を供給している事業者に対する，省エネ基準への対応状況等の

詳細把握のためのアンケート・ヒアリングの実施，②実務者を交えた検討会議の開催による，

事業者の技術力向上を図り事業者・建築主の省エネ意識を高めるための具体的な取組原案の作

成（事業者・建築主向けＰＲ冊子の原案作成，国の省エネ基準を満たしたうえで，京都の暮ら

し・和の文化を生かし省エネ効果がある仕様などを取り入れた住宅を表示・公表する制度の原

案作成）に係る業務を委託するものである。 

 

３ 委託内容 

⑴ 京都市内で供給されている新築住宅の省エネ性能の現状に関する調査 

 ア 現在，現行の国の省エネ基準を満たした住宅を建設している施工業者に対し，京都らし

さを取り入れた住宅の導入についての現状調査 

(ｱ) 平成２７年度に京都市内で住宅を建設した施工業者（約７０社）を対象としたアンケ

ート調査の企画，実施及び取りまとめ 

イ 現行の国の省エネ基準を満たした住宅を建設しているか確認できていない施工業者に対

し，省エネ基準への対応状況についての現状調査 

(ｱ)  平成２７年度に京都市内で住宅を建設した施工業者（約５００社）を対象としたアン

ケート調査の企画，実施，取りまとめ 

  (ｲ) (ｱ)のうち京都市内で年間１０戸以上の住宅を建設している施工業者（約４０社）を対

象とした個別ヒアリング調査（電話又は訪問による）の企画，実施，取りまとめ 

ウ 建売住宅を供給している不動産業者に対し，省エネ基準への対応状況についての現状調

査 



(ｱ)  平成２７年度に京都市内で住宅を供給している不動産業者（約３００社）を対象とし

たアンケート調査の企画，実施，取りまとめ 

  (ｲ) (ｱ)のうち京都市内で年間１０戸以上の住宅を供給している不動産業者（約３０社）を

対象とした個別ヒアリング調査（電話又は訪問による）の企画，実施，取りまとめ 

⑵ 事業者の技術力向上を図り事業者・建築主の省エネ意識を高めるための具体的な取組原案

の作成（①事業者・建築主向けＰＲ冊子の原案作成，②国の省エネ基準を満たしたうえで，

京都の暮らし・和の文化を生かし省エネ効果がある仕様などを取り入れた住宅を表示・公表

する制度の原案作成）に係る業務 

ア 事業者・建築主向けＰＲ冊子の原案作成に係る業務 

     (ｱ) 住宅の省エネ化の必要性と設計・施工のポイント，省エネ効果をわかりやすく示すた

めに必要な事項についての検討，冊子の構成素案（目次）の作成 

    【本市が盛り込みたい項目（案）】 

     〇住宅を省エネ化することの必要性 

     〇地域の気候や環境に応じた住宅のあり方 

     〇国が実施している住宅の省エネ化に向けた取組 

     〇省エネ住宅の設計・施工（京都らしさを踏まえた省エネ化モデル事例の提示など） 

     〇住まい方と省エネ効果（建物性能にマッチした住まい方，省エネ効果の提示など） 

(ｲ) (ｱ) の構成素案の各項目ごとの原稿の提案（原稿作成に必要な写真，文献，図版等の

資料収集及び新たに調査・検証が必要な事項等の抽出を含む） 

(ｳ)  (ｲ)の原稿作成に当たって必要な事項についての調査・検証 

(ｴ)  実務者による検討会議における(ｱ)，(ｲ)，(ｳ)の業務実施に当たっての意見聴取 

(ｵ) (ｴ)の結果を踏まえ，冊子原案の取りまとめ 

イ 国の省エネ基準を満たしたうえで，京都の暮らし・和の文化を生かし省エネ効果がある

仕様などを取り入れた住宅を表示・公表する制度の原案作成に係る業務 

  (ｱ) 京都の暮らし・和の文化を生かし省エネ効果があると思われる仕様についての検討 

【本市が考える仕様（案）】 

      〇京都の気候に応じた省エネにつながる暮らし方ができる仕様  

・通風面積が確保され，断熱化された開口部（※） 

・軒の出（※） 

・障子（※） 

・襖などの引き戸 

・縁側 

・庭（前庭，中庭，奥庭など） 

      〇木材その他自然素材の利用 

       ・畳（※） 

・木材 

       ・土壁 

       ※ 国が定める省エネ基準に対しても有効性があることから，仕様の中に含める。 

(ｲ) (ｱ)で検討した仕様について，省エネ性能及び住まい手のメリット（コスト等）の調査・

検証 



(ｳ) (ｲ)の調査・検証結果を踏まえ，京都の暮らし・和の文化を生かし省エネ効果がある仕

様案の作成 

(ｴ) (ｳ)の仕様案を取り入れた住宅を表示・公表する制度の原案の提案，検討 

(ｵ)  実務者による検討会議における(ｱ)，(ｲ)，(ｳ)，(ｴ)の業務実施に当たっての意見聴取 

(ｶ) (ｵ)の結果を踏まえ，表示・公表制度原案の取りまとめ 

ウ 実務者を交えた検討会議の運営支援 

  上記ア，イの業務に関して，検討会議での議論を円滑に進めるため，以下の内容を委託

する。 

 (ｱ) 検討会議の概要 

開催時期：平成２８年１２月頃から平成２９年３月頃まで 

開催回数：計４回 

検討会議の規模：委員数は１３人以内とする。（本市から依頼予定） 

内容：① ＰＲ冊子に盛り込むべき項目・構成素案・原稿の検討 

   ② 京都の暮らし・和の文化を生かし省エネ効果がある住宅の仕様の検討，その

仕様を取り入れた住宅を表示・公表する制度原案の検討 

(ｲ) 業務の内容 

  ① 検討会議用資料の提案，作成（必要な図表の作成を含む。），印刷 

② 検討会議の議事録等の作成 

③ 検討結果を取りまとめた報告書の作成 

④ その他当該会議の運営に必要となる事務（開催案内，進行支援等） 

※ 実務者等への報償費の支払い，会場の確保は本市が行う。 

⑶ 業務報告書の作成 

 

４ 貸与品 

本市が受託者に貸与する物品は以下のとおりとする。 

   ① 平成２６年度新築住宅のさらなる省エネ化に向けた検討業務報告書 

② 平成２７年度新築住宅の省エネルギー化推進事業に係る業務報告書 

 

５ 成果品 

（１）業務報告書：紙２部，電子データ（ＣＤ－ＲＯＭ）１部 

（２）アンケート調査結果など，本業務の遂行過程で取得し，又は作成した資料：電子データ（Ｃ

Ｄ－ＲＯＭ）１部 

    

６ 留意事項 

（１）本業務は，以上に掲げたもののほか，委託業務の目的に則して履行すること。 

（２）受託者は，本業務の途中で，統括責任者又は主任技術者若しくは担当者を変更しようとす

るときは，事前に変更届を提出し，本市担当者の承諾を受けること。 

（３）受託者は，本業務の実施にあたっては，本市担当者と適宜協議を行うとともに，疑義が生

じた場合には速やかに本市担当者と協議をし，指示を受けるものとする。 

（４）受託者は，本市と協議を行った内容を，協議録等にて提出すること。 


